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議案第76号 

 

大阪市国際戦略総合特別区域における産業集積の促進及び産業の国際競争力の強化に 

係る事業計画の認定並びに法人の市民税、固定資産税、事業所税及び都市計画税の課 

税の特例に関する条例の一部を改正する条例案 

 

大阪市国際戦略総合特別区域における産業集積の促進及び産業の国際競争力の強化に係る事業計

画の認定並びに法人の市民税、固定資産税、事業所税及び都市計画税の課税の特例に関する条例

（平成24年大阪市条例第105号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げ

る規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（事業計画の認定） 

第３条 特区内において新たな事業を営もう

とする法人は、その営もうとする事業に関

する計画（以下「事業計画」という。）を

作成し、これを令和６年３月31日までに市

長に提出して、その事業計画が特区におけ

る産業集積の促進及び産業の国際競争力の

強化に資するものである旨の認定の申請を

することができる。 

[２～６ 略] 

（実績報告等） 

第６条 前条第１項の規定による認定特区事

業の開始の確認を受けた特区事業法人は、

事業実施期間内の日を含む毎事業年度（法

第294条第１項第５号に規定する個人に係

る法人の市民税法人税割にあっては計算期

間、当該個人に係る事業所税にあっては法

第701条の31第１項第８号に規定する個人

に係る課税期間。以下同じ。）終了後、市

（事業計画の認定） 

第３条 特区内において新たな事業を営もう

とする法人は、その営もうとする事業に関

する計画（以下「事業計画」という。）を

作成し、これを令和４年３月31日までに市

長に提出して、その事業計画が特区におけ

る産業集積の促進及び産業の国際競争力の

強化に資するものである旨の認定の申請を

することができる。 

[２～６ 同左] 

（実績報告等） 

第６条 前条第１項の規定による認定特区事

業の開始の確認を受けた特区事業法人は、

事業実施期間内の日を含む毎事業年度（法

人税法（昭和40年法律第34号）第２条第12

号の７の４に規定する連結法人に係る法人

の市民税にあっては同法第15条の２第１項

に規定する連結事業年度、法第294条第１

項第５号に規定する個人に係る法人の市民
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規則で定めるところにより、次に掲げる事

項（当該個人にあっては、第２号に掲げる

事項を除く。）を市長に報告し、第１号、

第６号及び第７号に掲げる要件に適合して

いる旨並びに第２号から第５号までに掲げ

る割合が適正に算定されている旨の認定を

受けなければならない。 

 

 

 

 

 [⑴～⑺ 略]  

[２・３ 略] 

（特区事業法人に対する法人の市民税法人税

割の課税の特例） 

第13条 特区事業法人が第６条第１項の認定

及び同条第２項の決定を受けたときは、認

定特区事業を開始した日の属する事業年度

終了の日の翌日から５年以内に終了する各

事業年度（事業年度の途中に第11条第１項

の規定により事業計画の認定を取り消され

た場合にあっては、当該事業年度を除

く。）の法人の市民税法人税割に限り、第

６条第１項の認定の対象である事業年度の

翌事業年度に係る法人の市民税法人税割に

ついては、当該特区事業法人の法人税額

（当該特区事業法人が法第321条の13第１

項の規定の適用を受ける場合にあっては、

同項の規定により分割した当該特区事業法

人の法人税額のうち本市に係る部分に限

る。次項において同じ。）を認定特区事業

税法人税割にあっては計算期間、当該個人

に係る事業所税にあっては法第701条の31

第１項第８号に規定する個人に係る課税期

間。以下同じ。）終了後、市規則で定める

ところにより、次に掲げる事項（当該個人

にあっては、第２号に掲げる事項を除

く。）を市長に報告し、第１号、第６号及

び第７号に掲げる要件に適合している旨並

びに第２号から第５号までに掲げる割合が

適正に算定されている旨の認定を受けなけ

ればならない。 

[⑴～⑺ 同左] 

[２・３ 同左] 

（特区事業法人に対する法人の市民税法人税

割の課税の特例） 

第13条 特区事業法人が第６条第１項の認定

及び同条第２項の決定を受けたときは、認

定特区事業を開始した日の属する事業年度

終了の日の翌日から５年以内に終了する各

事業年度（事業年度の途中に第11条第１項

の規定により事業計画の認定を取り消され

た場合にあっては、当該事業年度を除

く。）の法人の市民税法人税割に限り、第

６条第１項の認定の対象である事業年度の

翌事業年度に係る法人の市民税法人税割に

ついては、当該特区事業法人の法人税額又

は個別帰属法人税額（当該特区事業法人が

法第321条の13第１項の規定の適用を受け

る場合にあっては、同項の規定により分割

した当該特区事業法人の法人税額又は個別

帰属法人税額のうち本市に係る部分に限
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に係る部分と認定特区事業以外の事業に係

る部分に分割し、そのうち認定特区事業に

係る部分について、法人の市民税法人税割

を課さない。 

 

２ 前項の規定による分割は、当該特区事業

法人の法人税額を当該事業年度の前事業年

度における第６条第２項の決定を受けた法

人市民税法人税割認定特区事業割合（以下

「法人市民税法人税割認定特区事業割合」

という。）を用いて按分して行うものとす

る。 

３ 特区事業法人が第６条第１項の認定及び

同条第２項の決定を受けたときは、認定特

区事業を開始した日の属する事業年度終了

の日の翌日から５年を超え10年以内に終了

する各事業年度（事業年度の途中に第11条

第１項の規定により事業計画の認定を取り

消された場合にあっては、当該事業年度を

除く。）の法人の市民税法人税割に限り、

第６条第１項の認定の対象である事業年度

の翌事業年度に係る法人の市民税法人税割

については、この条例の適用がないものと

した場合における当該事業年度に係る法人

の市民税法人税割額（法第321条の８第36

項から第38項まで、第41項（第45項又は第

46項において準用する場合を含む。）、第47

項若しくは第48項の規定又は法附則第８条

の２の２第４項の規定による控除前の額と

する。以下この項において「市民税法人税

割額」という。）から、当該市民税法人税

る。次項において同じ。）を認定特区事業

に係る部分と認定特区事業以外の事業に係

る部分に分割し、そのうち認定特区事業に

係る部分について、法人の市民税法人税割

を課さない。 

２ 前項の規定による分割は、当該特区事業

法人の法人税額又は個別帰属法人税額を当

該事業年度の前事業年度における第６条第

２項の決定を受けた法人市民税法人税割認

定特区事業割合（以下「法人市民税法人税

割認定特区事業割合」という。）を用いて

あん分して行うものとする。 

３ 特区事業法人が第６条第１項の認定及び

同条第２項の決定を受けたときは、認定特

区事業を開始した日の属する事業年度終了

の日の翌日から５年を超え10年以内に終了

する各事業年度（事業年度の途中に第11条

第１項の規定により事業計画の認定を取り

消された場合にあっては、当該事業年度を

除く。）の法人の市民税法人税割に限り、

第６条第１項の認定の対象である事業年度

の翌事業年度に係る法人の市民税法人税割

については、この条例の適用がないものと

した場合における当該事業年度に係る法人

の市民税法人税割額（法第321条の８第24

項から第29項までの規定又は法附則第８条

の２の２第７項若しくは第９項の規定によ

る控除前の額とする。以下この項において

「市民税法人税割額」という。）から、当

該市民税法人税割額に当該事業年度の前事

業年度における法人市民税法人税割認定特
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割額に当該事業年度の前事業年度における

法人市民税法人税割認定特区事業割合を乗

じて得た額の２分の１に相当する額を控除

する。 

（市民税の課税の特例に係る適用除外） 

第14条 特区事業法人が次の各号のいずれか

に該当する場合においては、当該各号に定

める事業年度に係る法人の市民税均等割及

び法人税割について、前２条の規定は、適

用しない。  

⑴ 法第321条の８第１項（法人税法（昭

和40年法律第34号）第71条第１項（同法

第72条第１項の規定が適用される場合に

限る。）又は第74条第１項の規定によっ

て法人税に係る申告書を提出する義務が

ある法人に適用される場合に限る。）の

規定による申告納付の期限の日（以下こ

の条において「申告期限」という。）前

３年以内に、法第321条の11第２項の規

定の適用を受けている場合 当該申告期

限に係る事業年度 

[⑵ 略] 

⑶ 申告期限前３年以内に、法人税法第

135条第１項、第２項若しくは第５項の

規定の適用を受けている場合又は法第

321条の８第47項の規定の適用を受けて

いる場合 当該申告期限に係る事業年度 

 

 

 

[⑷・⑸ 略] 

区事業割合を乗じて得た額の２分の１に相

当する額を控除する。 

 

 

（市民税の課税の特例に係る適用除外） 

第14条 [同左] 

 

 

 

 

⑴ 法第321条の８第１項（法人税法第71

条第１項（同法第72条第１項の規定が適

用される場合に限る。）又は第74条第１

項の規定によって法人税に係る申告書を

提出する義務がある法人に適用される場

合に限る。）又は法第321条の８第４項の

規定による申告納付の期限の日（以下こ

の条において「申告期限」という。）前

３年以内に、法第321条の11第２項の規

定の適用を受けている場合 当該申告期

限に係る事業年度 

[⑵ 同左] 

⑶ 申告期限前３年以内に、法人税法第

135条第１項、第２項若しくは第５項の

規定の適用を受けている場合（連結所得

に対する法人税についてこれらの規定の

適用を受けている場合を除く。）又は法

第321条の８第25項の規定の適用を受け

ている場合 当該申告期限に係る事業年

度 

[⑷・⑸ 同左] 
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（市民税の課税の特例に係る添付書類） 

第15条 第12条及び第13条の規定の適用を受

けようとする法人は、法第321条の８第１

項（法人税法第71条第１項（同法第72条第

１項の規定が適用される場合に限る。）又

は第74条第１項の規定によって法人税に係

る申告書を提出する義務がある法人に適用

される場合に限る。）の規定による申告納

付に係る申告書に、第６条第１項の認定及

び同条第２項の決定を受けたことを証する

書面の写しその他市規則で定める書面を添

付しなければならない。 

 

（市民税の課税の特例に係る添付書類） 

第15条 第12条及び第13条の規定の適用を受

けようとする法人は、法第321条の８第１

項（法人税法第71条第１項（同法第72条第

１項の規定が適用される場合に限る。）又

は第74条第１項の規定によって法人税に係

る申告書を提出する義務がある法人に適用

される場合に限る。）又は法第321条の８第

４項の規定による申告納付に係る申告書

に、第６条第１項の認定及び同条第２項の

決定を受けたことを証する書面の写しその

他市規則で定める書面を添付しなければな

らない。 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に開始した事業年度（所得税法等の一部を

改正する法律（令和２年法律第８号。以下「所得税法等改正法」という。）第３条の規定（所得

税法等改正法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和40

年法律第34号。以下「旧法人税法」という。）第２条第12号の７に規定する連結子法人（以下

「連結子法人」という。）の連結親法人事業年度（旧法人税法第15条の２第１項に規定する連結

親法人事業年度をいう。以下同じ。）が施行日前に開始した事業年度を含む。）又は施行日前に開

始した連結事業年度（同項に規定する連結事業年度をいう。以下同じ。）（連結子法人の連結親法

人事業年度が施行日前に開始した連結事業年度を含む。）において大阪市国際戦略総合特別区域

における産業集積の促進及び産業の国際競争力の強化に係る事業計画の認定並びに法人の市民

税、固定資産税、事業所税及び都市計画税の課税の特例に関する条例第４条第３項に規定する認

定特区事業を開始した同条例第２条第２号に規定する特区事業法人に係るこの条例による改正後

の大阪市国際戦略総合特別区域における産業集積の促進及び産業の国際競争力の強化に係る事業

計画の認定並びに法人の市民税、固定資産税、事業所税及び都市計画税の課税の特例に関する条

例（以下「改正後の条例」という。）の規定の適用については、次項の規定によるほか、改正後
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の条例第６条第１項中「法第294条第１項第５号」とあるのは「所得税法等の一部を改正する法

律（令和２年法律第８号。以下「所得税法等改正法」という。）第３条の規定（所得税法等改正

法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和40年法律第34

号）第２条第12号の７の２に規定する連結法人に係る法人の市民税にあっては同法第15条の２第

１項に規定する連結事業年度、法第294条第１項第５号」とする。 

３ 改正後の条例第13条から第15条までの規定は、施行日以後に開始する事業年度（連結子法人の

連結親法人事業年度が施行日前に開始した事業年度を除く。）分の法人の市民税について適用

し、施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が施行日前に開始した事業

年度を含む。）分の法人の市民税及び施行日前に開始した連結事業年度（連結子法人の連結親法

人事業年度が施行日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の市民税については、なお従

前の例による。 

  令和４年２月25日提出 

大阪市長  松 井 一 郎  

 

説 明 

 大阪市国際戦略総合特別区域において法人市民税等の課税の特例の適用を受けるために必要な事

業計画の認定申請の期限を延長し、特区事業法人に対する法人の市民税法人税割の課税の特例に関

する定めを改めるとともに、規定を整備するため、条例の一部を改正する必要があるので、この案

を提出する次第である。 

 


